
（資料）

非常勤職員の忌引休暇・病気休暇制度にかかる人事院規則の改正について
2009年10月1日より、国家公務員の非常勤職員にかかる忌引き休暇、病気休暇制度にかかる人事院規則が改正されました。

改正内容は、これまで常勤職員と同様の勤務日及び勤務時間で勤務する日々雇用職員を対象としていた忌引き休暇、病院休暇の対象者が従来より拡大され、常勤職員より週の勤務日が少なく、短時間勤務の非常勤職員も対象となります。
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臨時・非常勤・嘱託・パート等職員の任用根拠
　地方公務員法第３条３項３号による特別職非常勤職員、第17条による一般職非常勤職員、第22条による臨時的任用職員に大別され、新たに制定された「地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（2002年５月公布）」による任用もある。
	地方公務員法第３条（一般職に属する地方公務員及び特別職に属する地方公務員）

　地方公務員（地方公共団体及び特定地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第２条第２項に規定する特定地方独立行政法人をいう。以下同じ。）のすべての公務員をいう。以下同じ。）の職は、一般職と特別職とに分ける。
２　一般職は、特別職に属する職以外の一切の職とする。

３　特別職は、次に掲げる職とする。
1．就任について公選又は地方公共団体の議会の選挙、議決若しくは同意によることを必要とする職
1の2．地方開発事業団の理事長、理事及び監事の職
1の3．地方公営企業の管理者及び企業団の企業長の職
2．法令又は条例、地方公共団体の規則若しくは地方公共団体の機関の定める規程により設けられた委員及び委員会（審議会その他これに準ずるものを含む。）の構成員の職で臨時又は非常勤のもの
2の2．都道府県労働委員会の委員の職で常勤のもの
3．臨時又は非常勤の顧問、参与、調査員、嘱託員及びこれらの者に準ずる者の職
4．地方公共団体の長、議会の議長その他地方公共団体の機関の長の秘書の職で条例で指定するもの
5．非常勤の消防団員及び水防団員の職
6．特定地方独立行政法人の役員

	地方公務員法第17条（任命の方法）
　職員の職に欠員を生じた場合においては、任命権者は、採用、昇任、降任又は転任のいずれか一の方法により、職員を任命することができる。
２　人事委員会（競争試験等を行う公平委員会を含む。以下この条から第19条まで、第21条及び第22条において同じ。）を置く地方公共団体においては、人事委員会は、前項の任命の方法のうちのいずれによるべきかについての一般的基準を定めることができる。
３　人事委員会を置く地方公共団体においては、職員の採用及び昇任は、競争試験によるものとする。但し、人事委員会の定める職について人事委員会の承認があつた場合は、選考によることを妨げない。
４　人事委員会を置かない地方公共団体においては、職員の採用及び昇任は、競争試験又は選考によるものとする。
５　人事委員会（人事委員会を置かない地方公共団体においては、任命権者とする。以下第18条、第19条及び第22条第１項において同じ。）は、正式任用になつてある職についていた職員が、職制若しくは定数の改廃又は予算の減少に基く廃職又は過員によりその職を離れた後において、再びその職に復する場合における資格要件、任用手続及び任用の際における身分に関し必要な事項を定めることができる。

	地方公務員法第22条（条件附採用及び臨時的任用）
臨時的任用又は非常勤職員の任用の場合を除き、職員の採用は、すべて条件附のものとし、その職員がその職において６月を勤務し、その間その職務を良好な成績で遂行したときに正式採用になるものとする。この場合において、人事委員会は、条件附採用の期間を１年に至るまで延長することができる。
２　人事委員会を置く地方公共団体においては、任命権者は、人事委員会規則で定めるところにより、緊急の場合、臨時の職に関する場合又は任用候補者名簿がない場合においては、人事委員会の承認を得て、６月をこえない期間で臨時的任用を行うことができる。この場合において、その任用は、人事委員会の承認を得て、６月をこえない期間で更新することができるが、再度更新することはできない。
３　前項の場合において、人事委員会は、臨時的任用につき、任用される者の資格要件を定めることができる。
４　人事委員会は、前２項の規定に違反する臨時的任用を取り消すことができる。
５　人事委員会を置かない地方公共団体においては、任命権者は、緊急の場合又は臨時の職に関する場合においては、６月をこえない期間で臨時的任用を行うことができる。この場合において、任命権者は、その任用を６月をこえない期間で更新することができるが、再度更新することはできない。
６　臨時的任用は、正式任用に際して、いかなる優先権をも与えるものではない。
７　前５項に定めるものの外、臨時的に任用された者に対しては、この法律を適用する。


	８－（４）公共サービス民間労働者の労働条件改善を進めること。


〔 解 説 〕
(1) 自己責任という名のもとに、公共サービスが「安上がり」だけを求めて民営化されるなど市場に委ねられ、切り捨てられてきました。財政再建が最優先され、医療、生活保護、障がい者支援など社会保障や就労支援予算も抑えられた結果、国民の暮らしが危機的な状況にあっても、それを支えるセーフティネットはすでに失われています。生活の安心・安全が確保され、人々のニーズに合い、必要とする誰もが利用できる公共サービスの実現をめざし、2009年５月施行された公共サービス基本法を活用した取り組みが必要となります。
	

	◇◇　公契約条例　◇◇
公契約条例（法）は、昭和24年のILO総会で採択された「公契約における労働条項に関する条約（94号条約）第１条～第６号」を基に制定運動を進めています。

この94号条約は、他の主要なILO条約と異なり、労働条件を設定するための条約ではなく、「労働条件を低下させてはならない」「一般の条件より低くしてはならない」「その地域内に、他の地域から低賃金の労働者をもってきてはならない」という条約です。この条約は、現在58カ国で批准されていますが、日本政府はいまだに批准していません。

公契約条例（法）を簡単に言うと「公共工事について労働者の賃金・労働条件を決めて、その決めた内容が実際に現場労働者に適用される」ことです。

公契約法は、直ちに賃金を引き上げるものではなく、まず地域に賃金相場を形成し、今後の賃金引き上げ、労働条件改善に向けた基礎的役割をはたすものとして位置づけています。

ⅰ）２００９年９月、全国初の公契約条例が、千葉県野田市議会で可決・成立されました。
ⅱ）旭川市では、２００８年８月に「旭川市の公契約に関する方針」が制定されています。

	


	

	◇◇　総合評価入札制度とは　◇◇

価格だけで入札を決定するのではなく、価格以外の要素である「公正労働基準」「環境への配慮」「障害者の法定雇用率」「男女平等参画の取り組み」などを含めて、総合的に評価し、発注者である自治体にとって最も有利な者を落札者とする方式です。

自治体については、自治省（現総務省）が1999年２月に、地方自治法施行令を改正したことで、一般競争入札で総合評価方式の導入が可能となりました。

このため、各地の自治体で、価格以外の要素を評価項目に追加する動きが出ています。

ⅰ）大阪府では、庁舎清掃の入札では、知的障害者や母子家庭の母親の雇用人員を評価項目に盛り込んでいます。

ⅱ）福岡県福間町では、「男女がともに歩むまちづくり条例」を制定し、入札への参加を希望する業者に対し、男女平等参画の推進状況の届出を義務づけています。

ⅲ）北海道では、「障がい者就労支援企業認証制度」の創設に合わせて、保健福祉部の一部の業務において価格要素のほかに技術的評価等の項目として、障がい者就労支援貢献要素を加えた総合評価入札制度を2009年度より導入しています。また、2011年には経済部の出先機関を追加しています。

	


(2) 最低制限価格制度　
地方自治法施行令第167条の10第２項の規定に基づき、工事又は製造その他についての請負の契約の入札において、契約内容に適合した履行を確保するため、あらかじめ最低制限価格を設けて、予定価格の範囲内で最低の価格をもって入札した者であっても、最低制限価格を下回る場合には、これを落札者とせず最低制限価格以上で最低の価格をもって入札した者を落札者とする制度です。
(3) 委託が行われている自治体では、行政として委託先の賃金・労働条件を把握させ、少なくとも法令違反がないよう指導させる等、行政責任を追及していく必要があります。

ⅰ）　労働保険・社会保険の加入

ⅱ）　労働基準法・労働安全衛生法・最低賃金法などの諸法令の遵守

とくに労働安全衛生に関しては、清掃職場で死亡事故も発生していることも有り、厳しく対応することとし、けがや感染症・交通事故、腰痛等の防止のため、「清掃事業における労働災害の防止について」（平成５年３月２日基発第123号）を、最低の基準として守らせます。

	

	社会的価値の実現に資するための自治体契約制度のあり方に関する基本条例（案）

（前文）
○市（以下、適宜○町または○村と読み替える。）は戦後経済成長を通じて豊かさを追求してきた。将来にわたって真の豊かさを実現するためには、環境、福祉、男女平等参画、公正労働等の社会的価値においてなお一層の増進に努めなければならない。そして市は、よりよい地域社会を実現するために、みずから地域社会の先頭に立って努力するべき責任を負っている。同時に社会的価値を実現するためには、市、事業者、市民の協力が不可欠である。そしてそのような協力によって、市が事業者と結ぶ売買、貸借、請負その他の契約を社会的価値の実現のために有効な手段として活用することができる。市が事業者と結ぶ契約は、何より経済的に市にとって有利でなければならないが、それだけではなく市が目指す社会的価値の実現にいかに寄与するかが多面的な角度から検討され、総合的に判断される必要がある。
この条例は、市が事業者と結ぶ売買、貸借、請負その他の契約が社会的価値を実現するために有効な手段であることを明らかにするとともに、その基本理念を定め、取組みを推進するために制定する。

（目的）
第１条　この条例は○市（以下単に「市」という。）が特に重要な社会的価値として認め、その実現を目指す環境、福祉、男女平等参画、及び公正労働等について、市、事業者及び市民の責務を明らかにし、市が事業者と結ぶ売買、貸借、請負その他の契約についての基本理念を示し、並びに市が事業者と結ぶ契約についての手法を定め、もって地域社会の成員がお互いに協力連携しつつ社会的価値の実現にあたることを目的とする。
（定義）

第２条　この条例において「社会的価値」とは、地域社会に生きる人々にとってきわめて重要でありながら、福祉や男女平等参画のように事業者の通常の事業活動によっては増進されることが期待されない社会的価値又は環境のようにかえって侵害される危険性のある社会的価値をいう。
（基本理念）

第３条　市及び事業者は、市と事業者が結ぶ契約が、環境、福祉、男女平等参画、及び公正労働基準等の社会的価値の実現に向けて有効な手法であることをふまえ、契約の締結及び履行に際して社会的価値の実現に努めなければならない。
（市長の責務）

第４条　市長は、前条の基本理念にのっとり、売買、貸借、請負その他の契約に際して、市が目指す社会的価値の実現を考慮するものとする。
（事業者の責務）

第５条　事業者は、第３条の基本理念にのっとり、その事業活動を通じ、常に社会的価値の実現に努めるものとする。
２．事業者は、市が社会的価値を実現するために取る手法に協力するよう努めなければならない。
（市民の責務）

第６条　市民は、自らの行動により、常に社会的価値の実現に努めるものとする。
２．市民は、自治体が社会的価値を実現するために取る手法に協力するよう努めなければならない。

（報告）
第７条　市長は、第４条の責務を果たすため、市との売買、貸借、請負その他の契約を求める事業者に対して社会的価値の実現を目指す取組みに関する報告を求めることができる。
（入札参加資格）

第８条　市長は、地方自治法施行令（昭和22年5月3日政令第16号）第167条の5の規定により、あらかじめ、契約の種類及び金額に応じ、工事、製造又は販売等の実績、従業員の数、資本の額

その他の経営の規模及び状況を要件とする資格を定めようとする場合には、社会的価値の実現に関する事項に配慮するものとする。
（公表）

第９条　市長は、市が事業者と結ぶ売買、貸借、請負その他の契約の状況についての情報を定期的に公表するものとする。
（契約調査審査会）

第10条　市が事業者と結ぶ売買、貸借、請負その他の契約について、履行状況その他の重要事項を調査及び審議するため○市契約調査審査会を置く。
２．前項の審査会について必要な事項は規則で定める。
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